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14
施策目標１　包括的な相談支援
体制の充実

施策目標１　包括的な相談支援
体制の充実

市民意識調査において、福祉に関する相談場所が分からない
方等に対し、ワンストップで受け止める相談窓口のニーズが高
い一方で、コミュニティソーシャルワーカーや健康福祉なんで
も相談は市民認知率は低く、より一層の窓口の周知を図りま
す。複合的な課題に対応ができるように各種機関と地域が連
携し、生活課題に対応ができるようにネットワークを構築した
相談窓口体制を整えるように取り組みます。また、コロナ禍で
活用が広がったオンラインシステムを用いて、市役所以外の身
近な場所での相談体制の整備を検討していきます。

市民意識調査において、福祉に関する相談場所が分からな
い方等に対し、ワンストップで受け止める相談窓口のニーズ
が高い一方で、コミュニティソーシャルワーカーや健康福祉
なんでも相談は市民認知率が低いため、より一層の窓口の
周知を図ります。生活困窮や居住支援などの複合的な課題
に対応ができるよう各種機関と地域が連携し、生活課題に
対応ができるネットワークを構築した相談窓口体制を整え
るように取り組みます。また、コロナ禍で活用が広がったオ
ンラインシステムを用いて、市役所以外の身近な場所での相
談体制の整備を検討していきます。

健康福祉総合相談課

14
ワンストップで受け止める
”健康福祉なんでも相談”の周知

ワンストップで受け止める
”健康福祉なんでも相談”の周知

「困っているけど、どこに相談してよいか分からない」「複合的
な課題がある」など高齢・障害・子どもなど分野別の窓口に声
を届けられない方に向けて、ワンストップで相談を受け止める
「健康・福祉なんでも相談」を市民や関係機関へ広く周知をし
ます。
相談内容に応じた適切な機関を案内し、必要時は多機関協働
により問題解決を図ります。

　「困っているけど、どこに相談してよいか分からない」「複
合的な課題がある」など高齢・障害・子どもなど分野別の窓
口に声を届けられない方に向けて、ワンストップで相談を受
け止める「健康福祉なんでも相談」を市民や関係機関へ広く
周知するともに、相談内容に応じた適切な機関を案内し、必
要時は多機関協働により課題解決を進めていきます。 　ま
た、CSWにおいては、増員の検討や研修を通じてスキルを
向上させるほか、相談窓口職員においても、国・府が実施す
る研修等に積極的に参加することでスキルアップや知識の
向上を図ります。

健康福祉総合相談課

14
コミュニティソーシャルワーカー
等によるアウトリーチ支援強化

コミュニティソーシャルワーカー
等によるアウトリーチ支援強化

コミュニティソーシャルワーカーによる関係機関や地域との連
携を日頃から充実させることにより、「助けが必要なのに声を
あげられない方」の情報を得て、積極的にアウトリーチ支援を
強化します。
また、広報や啓発活動を通じて、身近な相談機関として周知
を図ります。

CSWによる関係機関や地域との連携を日頃から充実させ
ることにより、「助けが必要なのに声をあげられない方」の
情報を得て、積極的にアウトリーチ支援を強化します。また、
広報や啓発活動を通じて、身近な相談機関として周知を図
ります。

健康福祉総合相談課

14
複雑化・複合化した課題に
対応できる多機関協働による
支援ネットワークの充実

複雑化・複合化した課題に
対応できる多機関協働による
支援ネットワークの充実

個々の分野のみでは解決が難しい課題について、各分野の相
談職員等による「重層的支援会議」を開催し、具体的な解決策
や役割分担等を考え、多機関による支援を通じて課題解決を
図ります。

個々の分野のみでは解決が難しい課題について、各分野の
相談職員等による「重層的支援会議」を開催し、具体的な解
決策や役割分担等を考え、多機関による支援を通じて課題
解決を図ります。

健康福祉総合相談課

14
社会とのつながりを作る
参加支援の仕組みづくり

社会とのつながりを作る
参加支援の仕組みづくり

居場所等を通じて、ひきこもりや障害、ひとり暮らし等の方が
地域社会とつながることができる仕組みづくりを進めていき
ます。

居場所やネットワークを活かして、ひきこもりや障害、ひとり
暮らし等の方が地域社会とつながることができる仕組みづ
くりを進めていきます。

健康福祉総合相談課
社会福祉協議会

基本方向１　誰もが暮らしやすい地域づくり 参考資料１
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17
施策目標２　権利擁護のさらな
る推進

施策目標２　権利擁護のさらな
る推進

認知症や知的障害その他の精神上の障害等により判断能力
が不十分な方は虐待等の重大な権利侵害を受けていても、声
を相談機関等へ届けることができない場合があります。虐待
防止に向けた周知・支援や、成年後見制度の利用が必要な方
が制度につながるよう制度周知や支援ネットワークを構築す
る権利擁護の取組を進め、誰もが安心して暮らせる体制を整
えます。また、本人の意志や考えに基づいた最後が迎えられる
よう「もしもに備えた」取組の周知や利用を促進します。

認知症や知的障害その他の精神上の障害等により判断能力
が不十分な方は虐待等の重大な権利侵害を受けていても、
声を相談機関等へ届けることができない場合があります。
虐待防止に向けた周知・支援や、成年後見制度の利用が必
要な方が制度につながるよう制度周知や支援ネットワーク
を構築する権利擁護の取組を進め、誰もが安心して暮らせ
る体制を整えます。また、本人の意志や考えに基づいた最期
が迎えられるよう「もしもに備えた」取組の周知や利用を促
進します。

健康福祉総合相談課
健康づくり課

17
虐待等権利侵害防止のための
制度の周知と連携支援

虐待等に対する権利擁護のため
の制度の周知と連携支援

高齢・障害・児童虐待やいじめ防止に向けた啓発を行うととも
に、各種相談窓口や役割について周知を行います。
また、虐待の予兆等を見逃さず、未然防止・早期発見ができる
ように支援関係者と連携した支援を行います。

高齢・障害・児童虐待やいじめ防止に向けた啓発を行うとと
もに、各種相談窓口や役割について周知を行います。 また、
虐待の予兆等を見逃さず、未然防止・早期発見ができるよう
に支援関係者と連携した支援を行います。

健康福祉総合相談課
障害支援課
まるっとこどもセンター

17
個人の意思を尊重した活動の推
進

個人の意思を尊重した活動の推
進

思わぬ事故や病気などによる「もしもへの備え」として、個人
の意志を尊重した介護や医療、葬儀等が受けられるようにエ
ンディングノートや人生会議（ACP：アドバンス・ケア・プランニ
ング）の活動等を啓発し、推進します。

思わぬ事故や病気などによる「もしもへの備え」として、個人
の意思を尊重した介護や医療、葬儀等が受けられるように
エンディングノートや人生会議（ACP：アドバンス・ケア・プラ
ンニング）の活動等を啓発し、推進します。

健康づくり課

18
成年後見制度の認知度・理解度
向上と適切な制度利用促進

成年後見制度の認知度・理解度
向上と適切な制度利用促進

市民や支援関係者に対し権利擁護の取組や制度を周知し、成
年後見制度についてのさらなる理解の促進を図ります。枚方
市権利擁護支援センターこうけんひらかたを中心として、地域
包括支援センター等を含めた相談機能の充実を図ります。

市民や支援関係者に対し権利擁護の取組や制度を周知し、
成年後見制度についてのさらなる理解の促進を図ります。
こうけんひらかたと協力し、新たな権利擁護支援制度の構
築を進めるほか、成年後見制度だけではなく終活も含めた
意思決定支援を、関係機関と協力しながら相談支援体制の
充実を図ります。

健康福祉総合相談課
健康づくり課

18
権利擁護支援の地域連携
ネットワークの強化

権利擁護支援の地域連携
ネットワークの強化

弁護士会や地域包括支援センター等の相談窓口や民生委員・
児童委員等の地域住民による地域連携ネットワークを強化し、
複合課題を抱える方や地域社会への参加を含めて検討がで
きる支援機能の充実を図ります。

弁護士会や地域包括支援センター等の相談窓口、民生委員・
児童委員等の地域住民による地域連携ネットワークを強化
し、地域社会への参加を含めて検討ができる支援機能の充
実を図ります。

健康福祉総合相談課

18
成年後見制度の担い手確保と
育成支援

成年後見制度の担い手確保と
育成支援

市民後見人の養成だけでなく継続的な育成の支援と、専門職
後見人や親族後見人・法人後見など様々な関係者と連携を深
めながら、制度の担い手の確保に努めます。また、意思決定支
援に基づく後見事務が行われるよう周知するとともに、後見
人からの相談に応じ、不正防止や本人を尊重した支援となる
ようにしていきます。

市民後見人の養成だけではなく継続的な育成の支援と、専
門職後見人や親族後見人・法人後見など様々な関係者と連
携を深めながら、制度の担い手の確保に努めます。また、意
思決定支援に基づく後見事務が行われるよう周知するとと
もに、後見人からの相談に応じながら、不正防止や本人を尊
重した支援となるよう研修会の開催や情報提供などを行い
ます。

健康福祉総合相談課

18
身寄りのない高齢者に対する新
たな権利擁護支援制度の構築

身寄りのない高齢者に対する新
たな権利擁護支援制度の構築

身寄りのない単身高齢者で、民間事業者が提供する日常生活
支援、死後事務支援等のサービスを利用することが困難な場
合に、十分な資力がなくても利用できるよう、契約に基づく新
たな支援制度の構築を図ります。

身寄りのない単身高齢者で、民間事業者が提供する日常生
活支援、死後事務支援等のサービスを利用することが困難
な場合に、十分な資力がなくても利用できるよう、契約に基
づく新たな支援制度の構築を図ります。

健康福祉総合相談課
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20
施策目標１　地域で活躍する人
が増える環境づくり

施策目標１　地域で活躍する人
が増える環境づくり

少子高齢化や雇用定年の延長による地域への馴染みの低下
や、新型コロナウイルス感染症によるつながりの希薄化によ
り、地域住民の地域活動への参加機会が減少しています。市民
意識調査でも、活動へ参加したいが、活動を知らない・参加方
法がわからないという意見も多く、新たに地域活動への参加
を呼びかけるとともに、人と活動を結びつけるコーディネート
機能を充実させることで地域で活躍する人が増える環境づく
りに取り組みます。また、誰もが参加ができる地域の居場所を
構築していきます。

少子高齢化や雇用定年の延長による地域への馴染みの低下
や、新型コロナウイルス感染症によるつながりの希薄化によ
り、地域住民の地域活動への参加機会が減少しています。市民
意識調査でも、「活動へ参加したいが、活動を知らない・参加方
法がわからない」という意見も多く、新たに地域活動への参加
を呼びかけるとともに、人と活動を結びつけるコーディネート
機能を充実させることで地域で活躍する人が増える環境づく
りに取り組みます。また、誰もが参加ができる地域の居場所を
構築していきます。

健康福祉総合相談課
社会福祉協議会

20
世代や属性を超えた
地域の居場所づくりの充実

世代や属性を超えた
地域の居場所づくりの充実

高齢者や子育ての居場所を地域の中で増やし、地域で顔の見
える関係性を構築します。また、住民主体による世代や属性に
とらわれない、誰もが気軽に集い、つながりを構築できる地域
の居場所を拡充します。

高齢者や子育て中の方、子どもの居場所を地域の中で増やし、
地域で顔の見える関係性を構築します。また、住民主体による
世代や属性にとらわれない、誰もが気軽に集い、つながりを構
築できる地域の居場所を拡充します。

健康福祉総合相談課
健康づくり課
子ども青少年政策課
社会福祉協議会

20
地域活動への参加の
きっかけづくり

地域活動への参加の
きっかけづくり

地域活動の見える化を図り、各校区の活動状況を周知します。
また、地域活動を知り、参加したいと思ってもらえるよう、地域
活動の広報などのサポートを行うほか、地域活動への理解を
深めるためセミナー等を開催します。

地域活動を知り、参加したいと思ってもらえるよう、地域活動
の広報などのサポートを行うほか、地域の福祉活動への理解
を深めるためセミナー等を開催します。

市民活動課
健康福祉政策課
健康福祉総合相談課
社会福祉協議会

20
コミュニティソーシャルワーカー
による地域活動のコーディネー
ト機能強化

CSWによる地域活動のコーディ
ネート機能強化

住民が潤滑に主体的に地域活動を進められるよう、コミュニ
ティソーシャルワーカーがコーディネーターとなり活動の充実
を図ります。

住民が主体的に地域活動を進められるよう、CSWがコーディ
ネーターとなり活動の充実を図ります。

健康福祉総合相談課
社会福祉協議会

20
地域活動を進め、支えるボラン
ティアの育成・支援

地域活動を進め、支えるボラン
ティアの育成・支援

地域活動の支え手として活動できる人材育成及び活動支援を
実施します。

ボランティアセンター等と連携し、地域活動の担い手として活
動できる人材育成及び活動支援を実施します。

健康福祉政策課
健康福祉総合相談課
社会福祉協議会

22
施策目標２　災害時に助け合え
る取組の強化

施策目標２　災害時に助け合え
る取組の強化

地域には、高齢者や障害者など、災害が起こった際の避難行動
や避難生活において配慮が必要となる要配慮者がいます。東
日本大震災では、犠牲者の過半数を高齢者が占め、また、障害
者の犠牲者の割合も、被災住民全体のそれと比較して２倍程
度に上ったといわれているほか、要配慮者は、直接の被害だけ
でなく、生活環境が十分に整備されていない避難所で長く生
活することを余儀なくされた結果として、健康を害すケースも
見られるなど、災害による影響を強く受けることが分かりま
す。
災害時における要配慮者の安全の確保に向け、行政だけでな
く、地域の自主防災組織や民生委員・児童委員等との連携を深
め、協力しながら支援体制の強化を図ります。

地域には、高齢者や障害者など、災害が起こった際の避難行動
や避難生活において配慮が必要となる要配慮者がいます。東
日本大震災では、犠牲者の過半数を高齢者が占め、また、障害
者の犠牲者の割合も、被災住民全体のそれと比較して２倍程
度に上ったといわれているほか、要配慮者は、直接の被害だけ
でなく、生活環境が十分に整備されていない避難所で長く生
活することを余儀なくされた結果として、健康を害すケースも
見られるなど、災害による影響を強く受けることがあります。
災害時における要配慮者の安全の確保に向け、行政だけでは
なく、地域の自主防災組織や民生委員・児童委員等との連携を
深め、協力しながら支援体制の強化を図ります。

危機管理対策推進課
健康福祉政策課
介護認定給付課
障害支援課

22
「避難行動要支援者名簿」の更
新・配付

「避難行動要支援者名簿」の更
新・配付

定期的に名簿情報の更新・名簿登載者への同意確認を実施し、
避難支援関係者等への配付を適切に実施します。

定期的な名簿情報の更新や避難行動要支援者への避難支援等
関係者に対する情報提供についての意思確認を行い、避難支
援等関係者への適切な名簿の配付を行います。

危機管理対策推進課
健康福祉政策課
介護認定給付課
障害支援課

22
「避難行動要支援者名簿」を活用
した安否確認、要配慮者支援手
法の検討・整理

「避難行動要支援者名簿」を活用
した有効的な避難支援や安否確
認の手法の検討・整理

避難支援等関係者が、「避難行動要支援者名簿」を活用し、名
簿登載者の避難支援や安否確認を行うための手法を検討、整
理します。

避難支援等関係者による名簿を活用した有効的な避難支援や
安否確認を行うための手法を検討、整理します。

危機管理対策推進課
健康福祉政策課
介護認定給付課
障害支援課

基本方向２　誰もが活躍できる地域福祉のネットワークづくり
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ページ番号 見出し等（骨子案） 見出し等（素案） 説明（骨子案） 説明（素案） 主な担当課

22 「個別避難計画」作成の推進 「個別避難計画」作成の推進

要配慮者の避難に必要となる情報を記載する「個別避難計画」
について、地域による地区防災計画と連携した作成を継続す
るほか、福祉専門職や要配慮者本人による作成などの取組を
推進します。

要配慮者の避難に必要となる情報を記載する「個別避難計画」
について、地域による地区防災計画と連携した作成を継続す
るほか、福祉専門職や要配慮者本人による作成などの取組を
検討していきます。

危機管理対策推進課
健康福祉政策課
介護認定給付課
障害支援課

22 要配慮者の避難環境の整備 要配慮者の避難環境の整備
災害時においても要配慮者が避難生活を円滑におくることが
できるよう、一次避難所における「要配慮者スペース」の整備
や、福祉避難所の拡充等に努めます。

災害時においても要配慮者が避難生活を円滑におくることが
できるよう、第１次避難所における「要配慮者スペース」の整備
や、福祉避難所の拡充等に努めます。

危機管理対策推進課
健康福祉政策課
介護認定給付課
障害支援課

22
地域の防災訓練への積極的な参
加の呼びかけ

地域の防災訓練への積極的な参
加の呼びかけ

地域の防災訓練への参加において、「自分の命を守る」ためだ
けでなく、「誰かの命を助ける」ための共助の防災意識を高め
ることを目的に、若い世代を中心とした訓練への参加を呼び
かける効果的な情報発信を行います。

地域の防災訓練への参加において、「自分の命を守る」ためだ
けでなく、「誰かの命を助ける」ための共助の防災意識を高め
ることを目的に、若い世代を中心とした訓練への参加を呼び
かける効果的な情報発信を行います。

危機管理対策推進課

22
企業や団体と連携した災害ボラ
ンティアセンターの運営

企業や団体と連携した災害ボラ
ンティアセンターの運営

様々な分野の企業やNPO団体と協定締結を行うことで、災害
時において必要不可欠である、人材・物資・避難場所を安定的
に確保し、円滑な災害ボランティアセンターの運営につなげて
いきます。

災害時において必要不可欠である人材・物資・避難場所の安定
的な確保に向けて、様々な分野の企業やNPO団体と協定締結
を行い、災害ボランティアセンターの円滑な運営につなげてい
きます。

健康福祉政策課
社会福祉協議会

23
施策目標３　地域活動拠点への
支援

施策目標３　地域活動拠点への
支援

地域活動を行う上で、ソフト面である活躍する「人」とともに、
ハード面である活動の「場」が確保されていることが重要とな
ります。
　地域活動拠点への支援にあたり、自治会館の建設費用の助
成の他、市の所管する施設の活用に向けて、空き室や空きス
ペースについての情報発信や介護事業者等と連携した拠点の
支援に取り組みます。

地域活動を行う上で、ソフト面である活躍する「人」とともに、
ハード面である活動の「場」が確保されていることが重要とな
ります。
　地域活動拠点への支援にあたり、自治会館の建設費用の助
成の他、市の所管する施設の活用に向けて、貸室や空きスペー
スについての情報発信や福祉事業者等と連携した拠点の支援
に取り組みます。

市民活動課
健康福祉政策課
健康福祉総合相談課

23
地域の活動拠点の整備等への助
成

地域の活動拠点の整備等への助
成

地域活動を行うにあたり必要となるハード面の充実のため、重
要な拠点となる自治会館等の整備などの助成を行います。

地域活動を行うにあたり必要となるハード面の充実のため、重
要な拠点となる自治会館等の整備などの助成を行います。

市民活動課

23 市内施設の活用 市内施設の活用
市内老人福祉センター等の市保有施設における貸室や空きス
ペースなどの情報を発信し、地域福祉活動の場として活用でき
るように支援します。

市内老人福祉センター等の市保有施設における貸室や空きス
ペースなどの情報を発信し、地域活動の場として活用できるよ
うに支援します。

健康福祉政策課
文化生涯学習課

23
事業者との連携による
地域福祉活動の支援

事業者との連携による
地域福祉活動の支援

事業者と連携し、地域にある施設の地域交流スペース等を地
域活動の拠点として活用するなど、地域と事業者とのつながり
を強化していきます。

事業者と連携し、地域にある施設の地域交流スペース等を地
域活動の拠点として活用するなど、地域と事業者とのつながり
を強化していきます。

健康福祉総合相談課
社会福祉協議会
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ページ番号 見出し等（骨子案） 見出し等（素案） 説明（骨子案） 説明（素案） 主な担当課

24 施策目標１　福祉意識の向上 施策目標１　福祉意識の向上

地域共生社会の実現に向けて、地域で暮らす誰もが支え合
い、尊重しながら生活していくために、地域に住む人々の個性
や多様性を認め合うことが必要となります。近年では性的マ
イノリティに対する施策も充実する中、誰もが福祉や人権に意
識を持ち、理解を深める啓発や情報発信を行います。

地域共生社会の実現に向けて、地域で暮らす誰もが支え合
い、尊重しながら生活していくために、地域に住む人々の個性
や多様性を認め合うことが必要となります。すべての人の人
権が尊重されるよう福祉意識を持ち、理解を深める啓発や情
報発信を行います。

人権政策課
健康福祉政策課

24
福祉や人権に関する理解促進に
向けた啓発・情報発信

福祉や人権に関する理解促進に
向けた啓発・情報発信

障害者差別解消法の施行による合理的配慮の取組や認知症、
外国人、性的マイノリティ、こころの病の方などに対する正し
い理解促進に向けた、福祉や人権に関する講座やイベントを
開催し、福祉意識の向上を図ります。

障害者差別解消法の施行による合理的配慮の取組を推進す
るとともに、認知症、こころの病の方、外国人、性的マイノリ
ティなどに対する正しい理解促進に向けた講座やイベントを
開催し、人権尊重に基づいた福祉意識の向上を図ります。

人権政策課
健康福祉政策課
保健医療課
障害企画課
障害支援課

24
事業者等による地域貢献活動
の充実

事業者等による地域貢献活動
の充実

社会福祉法人による社会貢献事業や民間企業におけるＣＳＲ
活動の取組において、地域とのつながり等が生まれるように
周知します。また、市内大学生の地域ボランティア活動への参
画を推進します。

社会福祉法人による地域貢献活動や民間企業におけるＣＳＲ
活動の取組において、地域とのつながり等が生まれるように
周知します。また、市内大学生の地域ボランティア活動への参
画を推進します。

政策推進課
農業振興課
健康福祉総合相談課
社会福祉協議会

24 市民に向けた福祉講座の充実 市民に向けた福祉講座の充実
市職員が地域に伺い、市の活動等をお話する「なんでも、どこ
でも出前塾」を活用し、人権・福祉・防災等に関する講座を充
実させ、福祉意識の向上に努めます。

市職員が地域に伺い、市の活動等をお話する「なんでも、どこ
でも出前塾」を活用し、人権・福祉・防災等に関する講座を充
実させ、福祉意識の向上に努めます。

文化生涯学習課

25 再犯防止推進計画 再犯防止推進計画

国の刑法犯検挙者数は年々減少してきていますが、再犯者率
（刑法犯検挙者数に占める再犯者の割合）は令和４年度で
47.9％と高い割合となっています。犯罪による被害を受ける
ことを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現のために
は、再犯防止対策が必要となっています。一方、不安定な就
労、住居先が確保されていない、必要とされる福祉的支援が
行き届いていないなどにより再び犯罪を犯してしまう方も多
い現状にあります。
　そのため、再犯防止に向けた、就労・住居の確保等の個別支
援と、地域社会での理解の促進により、誰一人取り残さない
社会の実現を目指します。

国の刑法犯検挙者数は年々減少してきていますが、再犯者率
（刑法犯検挙者数に占める再犯者の割合）は令和４年度で
47.9％と高い割合となっています。
　犯罪をした者等も、刑期が終われば施設を出て地域社会で
暮らしていきます。しかし、犯罪をした者等の中には、貧困や
疾病、厳しい生育環境等、様々な生きづらさを抱えていること
があります。また、無職者や住所不定者の再犯率が高い傾向
にあり、不安定な就労や住居先が確保されていない場合や、
薬物依存や障害等により保健・福祉的支援が必要でも周囲に
助けを求めることができず、社会的に孤立し、犯罪を繰り返し
てしまうこともあります。そのため、再犯を防止するには、刑
事施設等の支援だけではなく、地域に暮らす一人の市民とし
て行政等の個別相談支援や地域で支援していくことが必要で
す。
　しかし、市民アンケートにおける、犯罪をした者等の立ち直り
への協力意向は、「あまり思わない」「思わない」が55.1％、
「わからない」が31.6％となっており、立ち直りに向けた地域
の理解や周知が必要となっています。
　本計画では、犯罪から立ち直ろうとする方が社会復帰し、再
び犯罪に手を染めることがないように、就労・住居の確保など
の個別支援とともに、地域の理解促進を図る具体的な取組を
定めます。

健康福祉政策課
健康福祉総合相談課

基本方向３　誰もが支え合い尊重し合える意識づくり
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26
就労・住居の確保や適切な
保健医療・福祉サービス
の利用に向けた支援

就労・住居の確保や適切な
保健医療・福祉サービス
の利用に向けた支援

安定した生活を送るために必要となる、就労先・住居の確保、
医療や適切な福祉に関するサービスの利用に向けて、包括的
相談窓口において犯罪をした者等に対して伴走型支援を行い
ます。

安定した生活を送るために必要となる、就労先・住居の確保、
医療や福祉に関する適切なサービスの利用に向けて、相談窓
口等において犯罪をした者等に対して伴走型支援を行いま
す。

健康福祉総合相談課

26
保護司の再犯防止への
取組の支援

保護司等の再犯防止への
取組の支援

犯罪をした方や非行のある少年の立ち直りを地域で支える保
護司など更生保護関係者の活動について支援します。更生保
護活動の拠点である、更生保護サポートセンターへの補助を
継続して行い、地域の教育・防犯・社会福祉関係機関との連携
や犯罪・非行相談の活動を支援します。

犯罪をした人や非行のある少年の立ち直りを地域で支える保
護司など、更生保護関係者の活動を支援します。更生保護活
動の拠点である、更生保護サポートセンターへの運営補助を
継続して行い、地域の教育・防犯・社会福祉関係機関との連携
や犯罪・非行相談の活動を支援します。

健康福祉政策課
社会福祉協議会

26
社会を明るくする運動を推進
し、地域での理解の促進

社会を明るくする運動を推進
し、地域での理解の促進

すべての国民が、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人た
ちの更生について理解を深め、それぞれの立場において力を
合わせ、安全で安心な明るい地域社会を築く「社会を明るくす
る運動」について市有施設でのポスター・チラシ配布等による
広報活動を行い、地域での理解の促進を図ります。

すべての国民が、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人た
ちの更生について理解を深め、それぞれの立場において力を
合わせ、安全で安心な明るい地域社会を築く「社会を明るくす
る運動」について、市内施設でのポスター・チラシ配布等によ
る広報活動を行い、地域の理解促進を図ります。

健康福祉政策課
社会福祉協議会

26 【新設】
再犯防止連絡会の立ち上げ
の検討

【新設】
警察署、保護観察所、保護司会等の更生保護関係者、市の関
係各課との連携強化を図るため、情報共有や意見交換、課題
の検討を行う連絡会の立ち上げを検討します。

健康福祉政策課
社会福祉協議会

28 施策目標２　福祉教育の推進
施策目標２　地域福祉の学びの
推進

少子高齢化や核家族化の進行により、子どもは、幼児や高齢
者と関わることが減少しており、教育の中で福祉を学び、体験
することは福祉を身近に感じてもらうことだけではなく、権利
擁護の観点にもつながるものです。
　大人においても、新たな知識を得ることが、これまで培った
経験と掛け合わせ、より豊かな人生を歩むきっかけになるこ
とから、福祉の学びを全世代で推進していきます。

少子高齢化や核家族化の進行により、子どもは、幼児や高齢
者と関わることが減少しており、学校教育において家族や家
庭、地域との関わりについて学ぶことは福祉を身近に感じて
もらうことだけではなく、権利擁護の観点にもつながるもの
です。
　また、子ども・若者が地域活動や防災活動、自然保護、文化
活動など、地域の人々と協力して体験活動へ参加することで、
自分の住む地域に関心を持つことができます。
　大人においても、新たな知識を得ることが、これまで培った
経験と掛け合わせ、より豊かな人生を歩むきっかけになるこ
とから、福祉の学びを全世代で推進していきます。

文化生涯学習課
教育指導課

28
福祉施設や交流の場での学習
推進

福祉施設や交流の場での学び
の推進

介護施設等での体験学習や交流イベントなど、様々な機会を
学びの場として、福祉教育を推進し、尊重し合える意識づくり
を醸成します。

介護施設や保育所（園）等での体験学習やボランティア体験、
交流イベントなど、様々な機会を福祉の学びの場として推進
することで、福祉への関心を持ち、支え合い尊重し合える意識
づくりを醸成します。

障害企画課
公立保育幼稚園課
市民活動課
健康福祉政策課
社会福祉協議会

28 学校における福祉学習の推進
学校や地域における福祉の学び
の推進

市内小中学校等において、地域活動や福祉について体験型学
習をする機会をつくることで、地域や福祉への理解を図りま
す。

市内小中学校等において、家族や地域の高齢者、障害者との
関わりを学ぶことで、地域や福祉への理解を図ります。
また、地域の様々な行事にこども・若者が参加できるように支
援し、様々な世代、立場の人同士が交流することで、互いの知
識や経験、考えを得ることで思いやりの心等を育みます。

教育指導課
放課後子ども課
市民活動課
健康福祉総合相談課
社会福祉協議会
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